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地方行財政改革等 １．持続可能な地方行財政基盤の構築 

 

政策目標 
持続可能な地方行財政基盤を構築するため、将来の人口構造の変化に対応した行財政制度の在り方の検討や地方交付税をはじめとした地方の財政に係る

制度の改革に取り組むとともに、見える化、先進・優良事例の横展開、公営企業・第三セクター等の経営抜本改革を推進する。 
・安定的な財政運営に必要な一般財源総額を確保した上で、臨時財政対策債の発行額(減少の方向)、地方公共団体財政健全化法に基づく健全化判断比率・
資金不足比率(改善の方向) 
⇒進捗状況(達成) 
・臨時財政対策債の発行額︓1.8兆円(5.5兆円、4.0兆円)(2022(2021、2018)年度地方財政計画) 
・実質赤字比率︓赤字団体数０(1、３) 連結実質赤字比率︓赤字団体数０(1、１) 
将来負担比率︓早期健全化基準団体数０(0、１) 資金不足比率︓経営健全化基準以上の会計数７(10、12) 
(2021(2020、2017)年度) 

 

ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 工程(取組・所管府省、実施時期) 22 23 24 

○歳出効率化の成果 
※全国一律の効果指標設定は困難であ
り、団体毎に手法に応じた歳出効率化効
果等(業務コスト(金額)、処理手続時間
等)を把握し、公表 
⇒進捗状況(達成) 
  団体毎に取組状況等を把握し、公表
済(前回︓団体毎に取組状況等を把握
し、公表済) 

○窓口業務のアウトソーシングの実施件
数【2023年度までに 485団体】 
⇒進捗状況(達成) 
■最新値(2021年度) 
 490団体 
■前回値(2020年度) 
 463団体 
■初期値(2017年度) 
 335団体 
 
○標準委託仕様書等を参考にする自治
体数【2022年度に 160団体】 
⇒進捗状況(未達) 
■最新値(2022年度) 
 153団体 
■前回値(2021年度) 
 151団体 
■初期値(2018年度) 
 69団体 
 

１．先進的な業務改革の取組等の拡大、業務改革の取組の成果の地方財政計画
及び基準財政需要額の算定基礎への適切な反映 

ａ．「業務改革モデルプロジェクト」による歳出効率化(業務コスト
の抑制、処理手続時間の短縮等)の優良事例の横展開や
標準委託仕様書等の情報提供及びフォローアップにより、地
方自治体における取組状況を踏まえ、窓口業務の委託等の
業務改革の取組を進める。 

《所管省庁︓総務省》 
 
⇒進捗状況(未達) 

業務改革モデルプロジェクトによる窓口業務改革等の成果
を他の自治体へ波及するため、同プロジェクトの実施団体担
当者を他の自治体が開催する行革勉強会等に講師として
派遣し横展開を図るとともに、行革の取組状況に関する調
査において、全国の優良事例をとりまとめ、行革の取組状況
と併せて公表した。 
また、これまで標準委託仕様書等の全国展開に積極的に
取り組んでいるが、2022 年度は周知の機会が従前と比して
少なく、目標値達成は困難な状況にある。次年度は、より広
く機会を捉えて周知を図る予定。 

→   
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地方行財政改革等 １．持続可能な地方行財政基盤の構築 

 

ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 工程(取組・所管府省、実施時期) 22 23 24 

○総合窓口を導入した自治体数【2023
年度までに 370団体以上】 
⇒進捗状況(未達) 
■最新値(2021年度) 
 253団体 
■前回値(2020年度) 
 246団体 
■初期値(2017年度) 
 214団体 
 
○基準財政需要額の算定への反映を開
始した対象業務数 
⇒進捗状況 
■最新値(2022年度) 
 18業務 
■前回値(2021年度) 
 18業務 
■初期値(2018年度) 
 18業務 

ｂ．総務省・各自治体において、窓口業務等の民間委託の業
務別団体規模別の取組状況(実施率、業務分析手法活
用の有無や具体的な委託事務の範囲等)、住民一人当たり
コスト、歳出効率化効果や今後の対応方針について、「見え
る化」・比較可能な形で公表する。あわせて、窓口業務のア
ウトソーシング・総合窓口の導入に関して BPR による業務改
革の取組を促す観点から、住民の利便性向上に関する効果
指標の設定等取組のポイントの周知を図る。 

《所管省庁︓総務省》 
 
⇒進捗状況(達成) 

全国の自治体における行革の取組状況について調査を行
い、ＢＰＲの実施状況やその効果等を、団体の人口規模と
併せて見える化・比較可能な形で公表した。また、BPR によ
る業務改革の取組を促す観点から、住民の利便性向上に
関する効果指標の設定等取組のポイントの周知を図った。 

→   

ｃ．窓口業務の委託に係る基準財政需要額の算定への反映に
ついて、地方自治体における取組状況等を踏まえ、今後の
方針を検討する。 

《所管省庁︓総務省》 
 
⇒進捗状況(達成) 

窓口業務の委託については、優良事例の横展開や標準
委託仕様書等の情報提供及びフォローアップによる窓口業
務の委託等の業務改革の取組の状況や、地方自治体にお
ける取組状況等を踏まえて基準財政需要額への反映を検
討することとしており、2022 年度においては導入しないことと
した。 

→   

187



地方行財政改革等 １．持続可能な地方行財政基盤の構築 

 

ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 工程(取組・所管府省、実施時期) 22 23 24 

 

 
 
 
〇ＡＩ、ＲＰＡ導入地域数 
【2022年度までに 600団体】 
⇒進捗状況(達成) 
■最新値・初期値(2021年度) 
  779団体 

２．自治体デジタルトランスフォーメーション(DX)推進計画に基づく取組の推進 

ａ．2020年 12月に策定された自治体 DX推進計画に基づき
自治体 DX を推進するとともに必要に応じ計画の改善を図
る。DX 計画をはじめとする地方のデジタル化について経済・
財政一体改革推進委員会のWG でフォローアップをする。 

《所管省庁︓総務省》 
 
⇒進捗状況(達成) 

「経済財政運営と改革の基本方針2022」(2022年６月
閣議決定)を踏まえ、2022 年 9 月に、自治体 DX 推進計
画を改定。「デジタル社会の実現に向けた重点計画」(2022
年６月閣議決定)等において国が掲げる理念等を反映した
ほか、自治体におけるデジタル人材確保支援策の充実等の
内容を盛り込んだ。引き続き、国の取組の進捗等を踏まえ、
必要に応じて計画の見直しを行う。 

→   

ｂ．自治体 DX 推進計画に基づく取組を推進するに当たり、市
町村が外部人材の任用等を行うための取組について、令和
３年度から創設した財政措置を活用し、積極的に支援。ま
た、市区町村の外部人材の募集情報を収集し、総務省 HP
で公表するとともに、募集情報について、情報提供を希望す
るデジタル人材・企業に対して随時情報発信し、自治体 DX
を支えるデジタル人材の確保に取り組む。 

《所管省庁︓総務省》 
 
⇒進捗状況(達成) 

市町村がCIO補佐官等として外部人材の任用等を行うた
めの経費に係る財政措置について、令和４年度から、外部
人材の募集を行うための経費についても措置対象とし、内容
を拡充。また、市区町村におけるデジタル人材の募集情報に
ついて、市区町村からの提供を受け、随時、総務省 HP への
公表と協力企業への情報提供を実施。自治体におけるデジ
タル人材確保の取組を積極的に支援している。 

→   

自治体デジタルトランスフォーメーション(DX)推進計画で規定 
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地方行財政改革等 １．持続可能な地方行財政基盤の構築 

 

ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 工程(取組・所管府省、実施時期) 22 23 24 

ｃ．ＡＩ・ＲＰＡの利用について、自治体における業務の見直し
にあわせて、導入ガイドブックの活用や導入に対する財政措
置による先進事例の横展開や、外部人材による支援等によ
り自治体の実装を支援する。  

《所管省庁︓総務省》 
 
⇒進捗状況(達成) 

自治体における AI・RPA の導入経費に対する特別交付
税による一定の財政措置を講じるとともに、事例を盛り込んだ
AI・RPA 導入ガイドブックを策定し公表することで、自治体の
実装を支援。  

→   

〇公営企業が必要なサービス水準の確
保を前提として取り組む経営健全化の成
果を測る指標【収支(改善)、繰出金(抑
制)】 
⇒進捗状況(達成) 
・収支、繰出金 
■最新値(2021年度) 
 10,192億円、2.8兆円 
※公営企業型地方独立行政法人を含む 
9,305億円、2.7兆円 
※公営企業型地方独立行政法人を除く 

■前回値(2020年度) 
 6,962億円、3.0兆円 
※公営企業型地方独立行政法人を含む 
6,539億円、2.8兆円 
※公営企業型地方独立行政法人を除く 

■初期値(2017年度) 
8,898億円、3.1兆円 
※公営企業型地方独立行政法人を含む 

9,028億円、2.9兆円 
※公営企業型地方独立行政法人を除く 

○経営戦略の見直し率 
【2025年度までの見直し率 100％】 
⇒進捗状況(未達) 
■最新値(2021年度) 
 18.7％ 
■前回値(2020年度) 
 8.9％ 
 
〇収支赤字事業数【2017 年度決算
(938事業)より減少】 
⇒進捗状況(達成) 
■最新値(2021年度) 
 944 
※公営企業型地方独立行政法人を含む 

936 
※公営企業型地方独立行政法人を除く 

■前回値(2020年度) 
 1098 
※公営企業型地方独立行政法人を含む 
1080 
※公営企業型地方独立行政法人を除く 

■初期値(2017年度) 
 959 
※公営企業型地方独立行政法人を含む  

３．公営企業の業務効率化とデジタル化の徹底、抜本的な改革等の推進 

ａ．経営戦略に沿って収入、支出、管理者の情報の「見える化」
を推進するとともに、繰出基準の精査・見直し、事業廃止、
民営化、広域化等及び外部の知見の活用など抜本的な改
革等を推進。 

《所管省庁︓総務省》 
 
⇒進捗状況(達成) 

経営戦略の策定・改定及び事業ごとの特性に応じた抜本
的な改革の検討を行うよう助言。2022 年 11 月に 2021
年度の経営戦略の策定・改定状況及び抜本的な改革に係
る取組状況を公表。 

→   

ｂ．経営戦略が策定済の事業について、内容を充実する観点か
ら、一定期間ごとの見直しを推進。  

《所管省庁︓総務省》 
 
⇒進捗状況(達成) 

2022年 1月に、より質の高い経営戦略となるよう、2025
年度までの改定を改めて要請し、経営戦略の見直しに当たっ
て盛り込む事項を助言するとともに、経営戦略の改定を支援
するため、「経営戦略策定・改定マニュアル」、「経営戦略の
策定に関する Q&A」等を改定。また、専門的なアドバイザー
の派遣により、経営戦略の改定を支援。 

→   
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地方行財政改革等 １．持続可能な地方行財政基盤の構築 

 

ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 工程(取組・所管府省、実施時期) 22 23 24 

938 
※公営企業型地方独立行政法人を除く 

ｃ．９分野の経営比較分析表について、抜本的な改革の検討
にも資するよう、必要に応じ指標の検証を行うこと等により、そ
の充実を図るとともに、一覧して容易に閲覧できる形で公表
するなど、各地方公共団体における活用を推進。 

《所管省庁︓総務省》 
 
⇒進捗状況(達成) 

2020 年度決算に基づく９分野の経営比較分析表を公
表した。 

→   

ｄ．水道、下水道などの公営企業についてＩＣＴ等デジタル技
術を活用した管理を推進。 

《所管省庁︓総務省、関係府省庁》 
 
⇒進捗状況(達成) 

経営改革の先進・優良事例集にデジタル技術の活用に係
る取組についても記載し、2022年度末を目途に公表予定。 
水道事業については、厚生労働省において、IoT などの先
端技術を活用する事業について、生活基盤施設耐震化等
交付金により財政支援を行った。 
下水道事業については、国土交通省において、管路情報
のデジタル化に関する財政支援として、令和４年度に「下水
道情報デジタル化支援事業」を創設した。 

→   

ｅ．経営戦略の改定や公営企業会計の適用、公立病院の経
営強化などについて、地方公共団体に対するアドバイザー派
遣による支援制度の充実を図り、公営企業の経営改革を更
に推進。 

《所管省庁︓総務省》 
 
⇒進捗状況(達成) 

経営戦略の改定や公営企業会計の適用、公立病院の経
営強化などについて、引き続き専門的なアドバイザーを派遣。 

→   
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地方行財政改革等 １．持続可能な地方行財政基盤の構築 

 

ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 工程(取組・所管府省、実施時期) 22 23 24 

〇公営企業が必要なサービス水準の確
保を前提として取り組む経営健全化の成
果を測る指標【収支(改善)、繰出金(抑
制)】 
⇒進捗状況(達成) 
・収支、繰出金 
■最新値(2021年度) 
 10,192億円、2.8兆円 
※公営企業型地方独立行政法人を含む 
9,305億円、2.7兆円 
※公営企業型地方独立行政法人を除く 

■前回値(2020年度) 
6,962億円、3.0兆円 
※公営企業型地方独立行政法人を含む
6,539億円、2.8兆円 
※公営企業型地方独立行政法人を除く 

■初期値(2017年度) 
8,898億円、3.1兆円 
※公営企業型地方独立行政法人を含む
9,028億円、2.9兆円 
※公営企業型地方独立行政法人を除く 

○重点事業における公営企業会計の適
用事業数(人口３万人未満)【2024 年
度予算から対象事業の 100％】 
⇒進捗状況(未達) 
・下水道、簡易水道 
■最新値(2022年度) 
 97.7％、95.6％ 
■前回値(2021年度) 
 90.6％、87.8％ 
■初期値(2019年度) 
 35.6％、46.4％ 
 
○その他の事業における公営企業会計の
適用事業数【増加】 
⇒進捗状況(達成) 
■最新値(2021年度) 
 221事業 
■前回値(2020年度) 
 225事業 
■初期値(2019年度) 
 217事業 

４．公営企業会計の適用促進 

ａ．重点事業(下水道、簡易水道事業)について、ロードマップに
基づき、人口３万人未満の地方公共団体においても、公営
企業会計の適用を一層促進。 

《所管省庁︓総務省》 
 
⇒進捗状況(達成) 

人口３万人未満の地方公共団体における重点事業のう
ち、公営企業会計を適用済又は適用に取り組んでいる事業
の割合は、2022 年４月１日時点で下水道事業が
97.7％、簡易水道事業が 95.6%となっている。 

→ →  

ｂ．その他の事業(港湾整備、市場、と畜場、観光施設等)につ
いて、実情や費用対効果を踏まえつつ、公営企業会計を適
用すべき対象範囲や目標等の工程を明確化し、公営企業
会計の適用に向けた取組を促進。  

《所管省庁︓総務省》 
 
⇒進捗状況(達成) 

その他の事業について、2023 年度までに公営企業会計を
できる限り適用するよう要請しており、地方公共団体の取組
が進むよう、専門的なアドバイザーの派遣や適用経費に対す
る地方財政措置などを引き続き講じている。 

→ →  

〇公営企業が必要なサービス水準の確
保を前提として取り組む経営健全化の成
果を測る指標【収支(改善)、繰出金(抑
制)】 
⇒進捗状況(達成) 
・収支、繰出金 
■最新値(2021年度) 
 10,192億円、2.8兆円 
※公営企業型地方独立行政法人を含む 

〇広域連携に取り組むこととした市町村
数【2022年度までに 650団体】 
⇒進捗状況(未達) 
■最新値(2021年度) 
648団体 
■前回値(2020年度) 
 647団体 
■初期値(2017年度) 
 324団体 

５．水道について、広域化・共同化、デジタル化、民間知見の取込み等の持続的経
営を確保するための取組の推進 

《所管省庁︓総務省、厚生労働省、経済産業省》 

ａ．持続的経営を確保するための具体的な方針に基づく取組を
推進。 

 
⇒進捗状況(達成) 

2019 年度より広域化を行う場合の地方財政措置を拡充
したところであり、措置の活用について周知している。 

→   
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9,305億円、2.7兆円 
※公営企業型地方独立行政法人を除く 

■前回値(2020年度) 
 6,962億円、3.0兆円 
※公営企業型地方独立行政法人を含む

6,539億円、2.8兆円 
※公営企業型地方独立行政法人を除く 

■初期値(2017年度) 
8,898億円、3.1兆円 
※公営企業型地方独立行政法人を含む

9,028億円、2.9兆円 
※公営企業型地方独立行政法人を除く 

 
○システム共同化を含むデジタル化の推
進に関する事項を盛り込んだ水道広域化
推進プランを策定した都道府県数 
【2022年度末までに 47都道府県】 
⇒進捗状況(未達) 
■最新値(2021年度末) 
 ５ 
■前回値(2020年度末) 
 ５ 
 
〇水道情報活用システム等を活用し、台
帳データの整備を実施する水道事業者等
が全体に占める割合【2025 年度までに
100％】 
⇒進捗状況(未達) 
■最新値(2020年度) 
 90.5％ 
■前回値(2019年度) 
89.2% 

ｂ．各都道府県における 2022年度までの水道広域化推進プラ
ンの策定に向けた取組状況を把握・公表し、事業統合や経
営の一体化、施設の共同化、システム共同化等のデジタル
化を含めたシミュレーション及び今後の広域化に係る推進方
針等を定め、必要に応じてＰＰＰ/ＰＦＩをはじめとした官
民連携手法の活用を盛り込んだプラン策定を促すとともに、
本プランに基づく取組に対して支援措置を講ずることにより広
域化の取組を推進。  

 
⇒進捗状況(達成) 

総務省及び厚生労働省において、各都道府県の取組状
況を把握するとともにシステム共同化等のデジタル化の推進
に関する事項等を盛り込むよう助言した。今後、把握した水
道広域化推進プランの策定状況を公表予定。また、プラン策
定を支援するため、プラン策定経費及びプランに基づく取組に
対する財政措置を引き続き講じている。 

→   

ｃ．官民連携活用の好事例、先行事例の歳出効率化や収支
等への効果を公表するほか、料金の適正化、ＩＣＴ等デジ
タル技術を活用した管理(水道事業者等における水道施設
台帳の電子化や、水道情報活用システム・スマートメーター
等の CPS/IoT の活用)、多様なＰＰＰ/ＰＦＩの導入や
広域化・連携を促進。 

 
⇒進捗状況(達成) 

経営改革の先進・優良事例集に広域化や PPP/PFI、デ
ジタル技術の活用に係る取組についても記載し、2022 年度
末を目途に公表予定。また、厚生労働省 HP にて広域・官
民連携の好事例を周知した(2021年３月)。さらに、IoTな
どの先端技術を活用する事業について、生活基盤施設耐震
化等交付金により財政支援を行った。 

→   
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ｄ．水道情報活用システムの全国への水平展開を進めるため、
ベンダー各社の連携や水道標準プラットフォームの周知の促
進、関連機器の標準化、技術開発の進展や情報利活用の
高度化等への対応のためのシステム標準仕様の改定等への
支援。 

 
⇒進捗状況(達成) 

厚生労働省及び経済産業省において、水道情報活用シ
ステムの標準仕様の改定等への支援を行った。また、水道情
報活用システムについて水道事業者等の会議等を通じて周
知・普及活動を行った。 

→   

〇公営企業が必要なサービス水準の確
保を前提として取り組む経営健全化の成
果を測る指標【収支(改善)、繰出金(抑
制)】 
⇒進捗状況(達成) 
・収支、繰出金 
■最新値(2021年度) 

10,192億円、2.8兆円 
※公営企業型地方独立行政法人を含む 
9,305億円、2.7兆円 
※公営企業型地方独立行政法人を除く 

■前回値(2020年度) 
6,962億円、3.0兆円 
※公営企業型地方独立行政法人を含む
6,539億円、2.8兆円 
※公営企業型地方独立行政法人を除く 

■初期値(2017年度) 
8,898億円、3.1兆円 
※公営企業型地方独立行政法人を含む
9,028億円、2.9兆円 
※公営企業型地方独立行政法人を除く 

〇広域化に取り組むこととした地区数(着
手または完了した地区数) 
【2022年度までに 450地区】 
⇒進捗状況(達成) 
■最新値(2021年度) 
 479地区 
■前回値(2020年度) 
 403地区 
■初期値(2017年度) 
 138地区 
 
○システム標準化を含むデジタル化の推
進に関する事項を盛り込んだ下水道広域
化・共同化計画を策定した都道府県数
【2022年度末までに 47都道府県】 
⇒進捗状況(未達) 
■最新値(2021年度末) 
 ７県 
■前回値(2020年度末) 
 ３県 

６．下水道について、広域化・共同化、デジタル化、民間知見の取込み等の持続的
経営を確保するための取組の推進 

《所管省庁︓総務省、農林水産省、国土交通省、環境省》 

ａ．持続的経営を確保するための具体的な方針に基づく取組を
推進。 

 
⇒進捗状況(達成) 

令和２年度に社会資本整備総合交付金の交付要件とし
て使用料改定の必要性の検討等を追加するとともに、下水
道事業経営セミナーを開催し、経営健全化に取り組む地方
公共団体の優良事例等を横展開するなど、引き続き、下水
道事業の収支構造の適正化を推進しているところ。また、
2022 年度より広域化・共同化を行う場合の地方財政措置
を更に拡充したところであり、2019 年度から拡充している地
方財政措置を含め、措置の活用について周知。 

→   

ｂ．改正下水道法等に基づく協議会の活用による広域連携に
向けた検討・協議を推進。 

 
⇒進捗状況(達成) 

7 つの協議会において、広域連携に向けた個別施策や計
画等の検討・協議を進めており、順次取組みを実施中。 

→   
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ｃ．都道府県に対し、下水道事業のシステム標準化を含むデジ
タル化の推進に加え、必要に応じて多様なＰＰＰ/ＰＦＩ
の活用を盛り込んだ広域化・共同化計画を 2022 年度まで
に策定するよう要請。 

 
⇒進捗状況(達成) 

全国下水道主管課長会議にて、都道府県に対し、システ
ム標準化を含むデジタル化の推進に関する事項や、必要に
応じて多様な PPP/PFI の活用に関する事項を盛り込んだ広
域化・共同化計画を 2022 年度までに策定するよう要請
済。 

→   

ｄ．各都道府県における広域化・共同化計画の策定状況を把
握・公表し、施設の統廃合等を盛り込んだ計画を 2022 年
度までに策定するにあたっての課題を整理するとともに、本計
画に基づく取組に対して支援措置を講ずることにより広域化
の取組を推進。 

 
⇒進捗状況(達成) 

各都道府県の「広域化・共同化計画」の策定を推進する
ため、都道府県を対象とした説明会(国土交通省主催)を実
施するとともに、総務省及び国土交通省において、都道府県
に対し、施設統廃合の推進に向けて、「広域化・共同化計
画」の内容充実を図るための助言を行っている。また、下水道
広域化推進総合事業や 2022 年度から更に拡充した地方
財政措置により、地方公共団体における広域化を支援。 

→   
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ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 工程(取組・所管府省、実施時期) 22 23 24 

ｅ．先行事例の歳出効率化や収支等への効果を公表するほ
か、使用料の適正化、ＩＣＴ等デジタル技術を活用した管
理、多様なＰＰＰ/ＰＦＩの導入や広域化・連携を促進。 

 
⇒進捗状況(達成) 

下水道事業経営セミナーでの優良団体の事例発表等に
加え、国土交通省 HP における経営状況の「見える化」指標
の公表、全国下水道主管課長会議における ICT による維
持管理共同化事例の周知により、下水道経営健全化の取
組を推進。併せて経営改革の先進・優良事例集に広域化
やPPP/PFI、デジタル技術の活用に係る取組についても記載
し、2022年度末を目途に公表予定。 

→   

ｆ．具体的な検討を進めている地方公共団体に対する個別支
援を継続する。また、先進的な取組を進めている地方公共
団体のノウハウを横展開するとともに、ＰＰＰ/ＰＦＩ導入
の成果について周知する。 

 
⇒進捗状況(達成) 

コンセッション導入に向けて取組を進めている地方公共団
体に対する支援を行うとともに、PPP/PFI 検討会を開催し、
先進的な取組を進めている地方公共団体のノウハウを横展
開している。併せて、PPP/PFI 導入の成果について周知して
いるところ。 

→   

195



地方行財政改革等 １．持続可能な地方行財政基盤の構築 
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〇公営企業が必要なサービス水準の確
保を前提として取り組む経営健全化の成
果を測る指標【収支(改善)、繰出金(抑
制)】 
⇒進捗状況(達成) 
・収支、繰出金 
■最新値(2021年度) 

10,192億円、2.8兆円 
※公営企業型地方独立行政法人を含む 
9,305億円、2.7兆円 
※公営企業型地方独立行政法人を除く 

■前回値(2020年度) 
6,962億円、3.0兆円 
※公営企業型地方独立行政法人を含む
6,539億円、2.8兆円 
※公営企業型地方独立行政法人を除く 

■初期値(2017年度) 
8,898億円、3.1兆円 
※公営企業型地方独立行政法人を含む
9,028億円、2.9兆円 
※公営企業型地方独立行政法人を除く 

〇持続可能な地域医療体制を確保する
ための新たなガイドラインの策定 
【公立病院の経営強化の方策の検討状
況を踏まえて策定】 
⇒進捗状況(達成) 

７．公立病院について、持続可能な地域医療提供体制を確保するための経営強化
の推進 

ａ．医師不足等による厳しい経営状況を踏まえ、持続可能な地
域医療提供体制を確保するため、地域医療構想と整合性
を図りつつ、公立病院の経営強化の方策を検討し、新たなガ
イドラインを策定。 

《所管省庁︓総務省》 
 
⇒進捗状況(達成) 

2022 年３月に「持続可能な地域医療提供体制を確保
するための公立病院経営強化ガイドライン」を策定。 

→   

○平成 29 年度決算において経営健全
化のための方針の策定要件①～③のい
ずれかに該当した第三セクター等と関係を
有する地方公共団体のうち、該当した要
件に係る数値(債務超過額など)が改善
している団体の数 
①債務超過法人 
②時価で評価した場合に債務超過にな
る法人(土地開発公社の場合、債務保
証等の対象となっている保有期間が５年
以上の土地の簿価総額が、当該地方公

○経営健全化のための方針の策定率 
【全対象団体で策定】 
⇒進捗状況(達成) 
■最新値(2020年度) 
 2017 年度決算において策定の必要が
生じた団体の 2020 年度における策定
率︓100% 
■前回値(2019年度) 
 2017 年度決算において策定の必要が
生じた団体の 2019 年度における策定
率︓100％ 

８．第三セクター等について経営健全化のための方針に基づく取組を推進 

ａ．財政的リスクの高い第三セクター等と関係を有する地方公共
団体における経営健全化のための方針に沿った取組状況を
把握・公表するとともにその取組を推進。 

《所管省庁︓総務省》 
 
⇒進捗状況(達成) 

2021 年 12 月に経営健全化のための方針に沿った取組
状況を公表。その後、策定済の地方公共団体に対し、一層
の経営健全化に取り組むとともに、その取組状況を公表する
よう要請。 

→   
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共団体の標準財政規模の 10％以上で
ある場合も含む) 
③地方公共団体が第三セクター等に対し
て行う損失補償、債務保証及び短期貸
付けの合計額の標準財政規模に対する
比率が、当該地方公共団体の実質赤字
の早期健全化基準の水準に達している
場合 
【増加、進捗検証】 
⇒進捗状況(達成) 
■最新値(2020年度) 
 185 
■前回値(2019年度) 
 174 
■初期値(2018年度) 
 171 

 
○第三セクター等に対する財政支援額
(損失補償、債務保証、短期貸付) 
⇒進捗状況(達成) 
・損失補償・債務保証 
■最新値(2020年度) 
 2.4兆円 
■前回値(2019年度) 
 2.6兆円 
■初期値(2016年度) 
 3.2兆円 
・短期貸付 
■最新値(2020年度) 
 1,478億円 

ｂ．経営健全化のための方針の策定状況を調査し、未策定の
地方公共団体に対して策定を促すなど取組を推進。 

《所管省庁︓総務省》 
 
⇒進捗状況(達成) 

2021年 12月に経営健全化のための方針の策定状況を
公表。その後、未策定の地方公共団体に対し速やかな策定
を要請。 

→   
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〇「見える化」・一覧化された情報を財政
運営の参考とした地方公共団体数【全
団体】 
⇒進捗状況(未達) 
■最新値(2020年度) 
 1,225団体 
■前回値(2019年度) 
 931団体 
 
〇統一的な基準による地方公会計を資
産管理向上に活用した地方公共団体数
【全団体】 
⇒進捗状況(未達) 
■最新値(2021年度) 
 1,228団体 
■前回値(2020年度) 
 1,121団体 
■初期値(2017年度) 
 645団体 
 
○各団体のＢＰＲによる業務改革の効
果把握を図るための指標 
※全国一律の効果指標設定は困難であ
り、団体毎に手法に応じた歳出効率化効
果等(業務コスト(金額)、処理手続時間
等)を把握し、公表 

〇地方財政計画上の各歳入・歳出項目
と決算の差額及び対応関係について「見
える化」 
⇒進捗状況(達成) 
 地方公共団体の決算を地方財政計画
上の各歳入・歳出項目に振り分けた上
で、両者の比較を実施し、見える化を推
進(2020(2019)年度決算分) 
 
〇地方単独事業(ソフト)の決算情報の
全国の状況を「見える化」 
⇒進捗状況(達成) 
 試行調査を実施・結果を公表(試行調
査を実施・結果を公表)(2020(2019、
2017)年度決算分) 
 
〇基金の考え方・増減の理由・今後の方
針について、統一的な様式での公表により
「見える化」 
⇒進捗状況(達成) 
■最新値(2020年度決算分) 
 全団体 
■前回値(2019年度決算分) 
 全団体 
■初期値(2017年度決算分) 
 全団体 

９．地方行財政の「見える化」、先進・優良事例の横展開 

ａ．地方財政計画上の各歳入・歳出項目と決算との差額及び対
応関係について、より分かりやすくなるよう工夫した上で見える
化に取り組む。 

《所管省庁︓総務省》 
 
⇒進捗状況(達成) 

地方公共団体の決算を地方財政計画上の各歳入・歳出
項目に振り分けた上で、両者の比較を実施し、見える化を推
進(2020(2019)年度決算分) 

→   

ｂ．地方単独事業(ソフト)について、試行調査を行い明らかになっ
た課題(歳出区分の設定の在り方、歳出区分への計上精度
の向上、システム改修による対応の必要性など)の解消に向け
て取り組み、法令との関係を含めて「見える化」を推進。 

《所管省庁︓総務省》 
 
⇒進捗状況(達成) 

2020 年度決算に関して、地方財政計画の一般行政経
費(単独)と対応関係にある地方単独事業(ソフト)について、
実態を定量的なデータで把握するとともに、法令との関係を
含めて見える化するため、試行調査を実施・公表。2021 年
度決算に関する試行調査も実施しているところであり、これま
での試行調査の結果や検討会における議論の結果を踏ま
え、2022年度決算に関する調査からは、全ての歳出区分を
回答対象とする本格調査やシステム改修を実施予定。 

→   
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⇒進捗状況(達成) 
  団体毎に取組状況等を把握し、公表
済(前回︓団体毎に取組状況等を把握
し、公表済) 

〇住民一人当たり行政コスト等を「見える
化」した地方公共団体数 
【2023 年度までに全都道府県、2025
年度までに全団体】 
⇒進捗状況(未達) 
・住民一人当たり行政コスト 
■最新値(2020年度決算分) 
 全団体 
■前回値(2019年度決算分) 
 全団体 
■初期値(2017年度決算分) 
 全団体 

・ストック情報の「見える化」 
■最新値(2020年度決算分) 
 46 都道府県・20 指定都市・1,634
市区町村 
■前回値(2019年度決算分) 
 42都道府県・19指定都市・1408市
区町村 
■初期値(2016年度決算分) 
 ８都道府県・11指定都市・342市区
町村 

・予算・決算の対比 
■最新値(2020年度決算分) 
 全団体 
■前回値(2019年度決算分) 

ｃ．各年度の決算について、地方公共団体の基金の考え方・増
減の理由・今後の方針に関し、統一的な様式での公表・一覧
化により「見える化」を推進。 

《所管省庁︓総務省》 
 
⇒進捗状況(達成) 

2020 年度決算に関して、地方公共団体の基金の考え
方・増減の理由・今後の方針について、統一的な様式での
公表・一覧化。2021 年度決算分の見える化を年度末まで
に実施予定。 

→   

ｄ．地方公共団体における財務書類等の作成・更新について、仕
訳作業の早期化・分散化、予算科目と公会計の勘定科目の
統一化等の取組事例の収集・公表、職員研修等の実施、知
見・ノウハウを有する専門人材の活用促進、デジタル化等によ
り早期化を図るとともに、作成・更新が遅れている団体に対し
ては継続してフォローアップを実施する。 

《所管省庁︓総務省》 
 
⇒進捗状況(達成) 
①2020 年度決算に関して、統一的な基準による地方公会計
について、各地方公共団体が作成した財務書類の情報を取
りまとめ、経年・団体間比較が可能な形で分析・公表済 

②固定資産台帳のデータと個別の施設とをコードの設定により
紐付けて管理を行っている取組をはじめ、資産管理向上や
予算編成に活用している取組事例について、総務省 HP に
集約・公表するとともに、研修等の機会を通じて、各地方公
共団体に説明を行っている。 

→   
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 全団体 
■初期値(2018年度決算分) 

  全団体 
・基準財政需要額等の内訳等の公開 
 総務省において公表済(2022(2021、
2019)年度) 
 
○決算年度の翌年度までに財務書類の
作成・更新を完了している地方公共団体
数【2023 年度までに全都道府県、 
2025年度までに全団体】 
⇒進捗状況(未達) 
■最新値(2020年度決算分) 
 1,638団体 
■前回値(2019年度決算分) 
 1,539団体 
 
〇統一的な基準による地方公会計の情
報について、比較可能な形で分析・公表
した地方公共団体数【2023 年度までに
全都道府県、2025年度までに全団体】 
⇒進捗状況(未達) 
・財務書類の「見える化」 
■最新値(2020年度決算分) 
 1,679団体 
■前回値(2018年度決算分) 
 1,646団体 
■初期値(2016年度決算分) 
 1,588団体 

ｅ．住民一人当たり行政コストやストック情報等について、直近の
決算統計データ等を用いて更新・公表を行い、「見える化」を
推進。 

《所管省庁︓総務省》 
 
⇒進捗状況(達成) 
①住民一人当たり行政コスト等について、2020 年度決算分に
引き続き、2021 年度決算分の見える化を年度末までに実
施予定。 

②ストック情報の「見える化」について、2019 年度決算分に引
き続き、2020年度決算分の「見える化」を実施済。 

③予算・決算の対比について、2020 年度決算分に引き続き、
2021年度決算分の「見える化」を年度末までに実施予定。 

④基準財政需要額の内訳等について 2022 年度算定を踏ま
えた内容に更新して公表済み。 

→   

ｆ．統一的な基準による地方公会計について、経年・団体間比
較が可能な形で「見える化」を推進するとともに、標準化された
基本項目を記載した固定資産台帳のデジタル化や、固定資
産台帳のデータと個別の施設とをコードの設定により紐付けて
公共施設等の適正管理に活かす取組などの促進を図り、資
産管理向上や予算編成に活用している取組事例の共有に取
り組む。 

《所管省庁︓総務省》 
 
⇒進捗状況(達成) 

2021 年度に、職員の意識向上や知識・ノウハウの展開の
ため、先進団体職員や公認会計士等の専門家を、課題を
抱える市区町村に直接かつ継続的に派遣する制度を創設
し、今年度も引き続き各団体の取組を支援している。 

→   
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ｇ．地方単独事業を含め、医療・介護、教育や子ども・子育てに
係る経費や制度的な課題について、関係府省が連携し、今
後の動向を検証し、必要な対応策を検討。 

《所管省庁︓関係府省庁》 
 
⇒進捗状況(達成) 

「１－３ 医療・福祉サービス改革」及び「４－１ 少子
化の進展を踏まえた予算の効率化と教育の質の向上」に基
づき、各分野における取組を推進。 

→   

ｈ．地方創生臨時交付金事業について、事業の使途や事業の
効果等の把握を行い、自治体間の比較検証を行う。 

《所管省庁︓内閣府》 
 
⇒進捗状況(達成) 

地方創生臨時交付金を活用して令和 2 年度に実施さ
れ、完了した事業について、全事業を対象に使途や効果等
の把握・分析のための調査を行い、感染状況や医療提供体
制、人口規模等の自治体の特性別の分析も含め、令和 4
年 5 月に結果を取りまとめた。また、令和４年９月には、地
方創生臨時交付金を活用して実施された事業の効果検証
を各自治体が適切な方法により速やかに実施するよう促すた
め、事業の実施状況及びその効果に関する公表状況の調査
結果を公表するとともに、特徴的な取組事例を周知した。引
き続き、地方創生臨時交付金を活用して令和 3 年度に実
施された事業について、全事業を対象に使途や効果等の把
握・分析のための調査を行っているところ。 

→   
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○パフォーマンス指標を活用し、事業の点
検・改善を行った国庫支出金の割合
【100％】 
⇒進捗状況(未達) 
■最新値(2021年) 
 90% 
■前回値(2020年) 
 81% 
■初期値(2018年) 
 76% 

〇国庫支出金の設定済パフォーマンス指
標の「見える化」実施割合【100％】 
⇒進捗状況(未達) 
■最新値(2021年) 
 95% 
■前回値(2020年) 
 91% 
■初期値(2017年) 
 85% 

１０．国庫支出金のパフォーマンス指標の設定、「見える化」、 配分のメリハリ付け
の促進 

ａ．所管府省における国庫支出金のパフォーマンス指標の設定、 
「見える化」、事業の点検・改善を促す。また、「見える化」の
促進のため、「見える化」の事例を収集し、「経済・財政と暮
らしの指標『見える化』データベース」の充実を図る。例えば、
よくある質問(ＦＡＱ)を設け、内閣府ＨＰに掲載する。 

《所管省庁︓内閣府、制度所管府省庁》 
 
⇒進捗状況(達成) 

所管府省庁における国庫支出金のパフォーマンス指標の設
定・「見える化」を促し、その取組状況について、内閣府ＨＰ
内の「経済・財政と暮らしの指標『見える化』データベース」に
おいて年度内に公表。 
各府省庁に対し、好事例を示し、横展開を慫慂。その際、
他の取組との比較可能性に配慮したＨＰの改良を検討。 

→   

〇人口の社会減の緩和・社会増など(事
後的に検証) 

○連携中枢都市圏等の形成数 
【連携中枢都市圏は 2022 年度までに
35圏域。定住自立圏は 2024年度まで
に 140圏域】 
⇒進捗状況(未達) 
・連携中枢都市圏 
■最新値(2021年度) 
 37圏域 
■前回値(2020年度) 
 34圏域 

１１．地方自治体の多様な広域連携の推進等 

ａ．連携中枢都市圏等の広域連携に取り組む団体に対し、地
方財政措置等を通じ支援を実施。 

《所管省庁︓総務省、関係府省庁》 
 
⇒進捗状況(達成) 

連携中枢都市及び連携市町村の取組に対して、普通交
付税及び特別交付税による包括的財政措置を講じるなど、
広域連携に取り組む団体に対し、地方財政措置等の支援
を実施している。 

→   
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■初期値(2015年度) 
 13圏域 
・定住自立圏 
■最新値(2021年度) 
 129圏域 
■前回値(2020年度) 
 127圏域 
■初期値(2014年度) 
 79圏域 
 
○各圏域において取り組む施策や事業に
応じて設定した成果指標(ＫＰＩ)の達
成率【進捗検証】 
⇒進捗状況 
・連携中枢都市圏 
■最新値(2022年度) 
 各圏域において設定したＫＰＩのうち、
2022 年３月末時点で約 52％が達成
済又は達成見込み。 
■前回値(2021年度) 
 各圏域において設定したＫＰＩのうち、
2021 年３月末時点で約 50％が達成
済又は達成見込み。 
■初期値(2020年度) 
 各圏域において設定したＫＰＩのうち、
2020 年３月末時点で約 55％が達成
済又は達成見込み。 

 
・定住自立圏 
■最新値(2022年度) 
 各圏域において設定したＫＰＩのうち、
2022 年２月末時点で約 57％が達成

ｂ．今後の人口減少・少子高齢社会を見据えた先進的な事例
に係る知見の収集を強化するとともに、これまでの取組の分
析・検証、取組事例に関する情報提供等により、取組の横
展開を促進。 

《所管省庁︓総務省、関係府省庁》 
 
⇒進捗状況(達成) 

2022 年度においても、「多様な広域連携促進事業」を実
施し、今後の人口減少・少子高齢社会を見据えた広域連
携に係る先進事例の知見を収集した。併せて、過去に実施
した取組の分析・検証を実施した。 

→   

ｃ．各圏域における連携の効果をより適切に検証するためのＫ
ＰＩの設定を促す観点から、各圏域における施策や事業の
ＫＰＩの設定状況や取組状況を把握するとともに、優良事
例等を各圏域にフィードバックする。 

《所管省庁︓総務省》 
 
⇒進捗状況(達成) 

各圏域における施策や事業のＫＰＩの設定状況や取組
状況を調査するとともに、連携中枢都市圏におけるＫＰＩの
設定等に関する基本的な考え方等を各圏域に示した。この
考え方等に基づく優良事例等について、各圏域に周知するこ
ととしている。 

→   

ｄ．新型感染症拡大を契機としたデジタル化の要請等を踏まえ、
隣接していない自治体間の連携の在り方について検討する。 

《所管省庁︓総務省、関係府省庁》 
 
⇒進捗状況(達成) 

「多様な広域連携促進事業」を通じ、隣接していない自治
体間の災害対応・介護の分野におけるデジタル技術を活用
した連携方策等について、実証・研究の支援を進めている。 

→   
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済又は達成見込み。 
■前回値(2021年度) 
 各圏域において設定したＫＰＩのうち、
2021 年２月末時点で約 55％が達成
済又は達成見込み。 
■初期値(2020年度) 
 各圏域において設定したＫＰＩのうち、
2020 年２月末時点で約 56％が達成
済又は達成見込み。 

 
○複数の市町村による共同策定が可能
であることについて明確化されている法定
計画の数【2022年度までに 200計画】 
⇒進捗状況(未達) 
  ■最新値(2022年度) 

179計画 
■前回値(2021年度) 

115計画 
 

ｅ．複数の市町村による計画の共同策定については、2021 年
7 月に行った内閣府及び総務省からの各府省に対する依頼
を踏まえ、関係府省庁において必要な措置を講じる。 

《所管省庁︓総務省、内閣府、関係府省庁》 
 
⇒進捗状況(達成) 

2021 年 7 月に行った内閣府及び総務省からの各府省に
対する依頼を踏まえ、関係府省庁において、市町村が策定
する法定計画について、特段の支障が無い限り原則として共
同策定を可能とし、その旨を法令や通知等において明らかに
する方向で制度・運用の見直し等必要な措置を講じている。 

→   

ｆ．介護保険事務のうち事業所の指導・監査等について、都道
府県による小規模自治体の支援を推進するため必要な措
置をとる。 

《所管省庁︓厚生労働省》 
 
⇒進捗状況(達成) 

2022 年３月に開催した全国介護保険・高齢者保健福
祉担当課長会議において、都道府県に対して、管内小規模
保険者等への支援を要請した。 

→   
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〇法定外税や超過課税による税収 
⇒進捗状況 
・法定外税による税収、超過課税による
税収 
■最新値(2020年度) 
 597億円、5,945億円 
■前回値(2019年度) 
 670億円、7,050億円 
■初期値(2016年度) 
 517億円、6,515億円 

〇法定外税や超過課税の導入団体及び
件数 
⇒進捗状況 
・法定外税の導入状況 
■最新値(2022年度) 
 34都道府県・19市区町村・64件 
■前回値(2021年度) 
 34都道府県・20市区町村・65件 
■初期値(2017年度) 
 34都道府県・14市区町村・57件 
 
・超過課税による税収 
■最新値(2021年度) 
 127都道府県・1,614市区町村 
■前回値(2020年度) 
 127都道府県・1,613市区町村 
■初期値(2018年度) 
 127都道府県・1,588市区町村 
 
(注)超過課税の導入団体数について、１
団体で複数の税目について超過課税を行
っている場合は延べ数を計上 

１２．地方の独自財源の確保(法定外税及び超過課税の活用の促進) 

ａ．課税自主権の一層の活用を図る観点から、情報提供など地
方団体への支援。 

《所管省庁︓総務省》 
 
⇒進捗状況(達成) 

地方団体向けの各種説明会等において、法定外税及び
超過課税の導入団体や税収規模など課税自主権の活用
状況を紹介するとともに、ホームページにおいても課税自主権
に関するページを設け、情報提供を行っている。 

→   
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地方行財政改革等 １．持続可能な地方行財政基盤の構築 

 

ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 工程(取組・所管府省、実施時期) 22 23 24 

― ― 

１３．国と地方の新たな役割分担等 

ａ．大都市圏における第３次医療圏を超えた医療機関・保健
所サービスの提供等について、広域的なマネジメントや地方
自治体間の役割分担の明確化を図る。 

《所管省庁︓厚生労働省》 
 
⇒進捗状況(2022年度から順次実施)(達成) 

感染症発生・まん延時における医療提供体制について、県
内での人材確保の取組等を行ってもなお医療がひっ迫する
場合、まずは都道府県間での調整を行いつつ、近隣県からの
応援が円滑に実施されない場合等に、国を介した広域的な
医療人材派遣を実施する仕組みの創設、保健所体制につ
いて、感染症発生・まん延時における広域的な保健師等の
派遣等に係る国による総合調整権限の創設等を含む改正
法案を国会に提出している。 

→   

ｂ．内閣官房及び厚生労働省等の協力を得て、国と都道府県
の関係、大都市圏における都道府県間の関係及び都道府
県と市町村(政令市や特別区を含む)との関係について、今
回の感染症対応で直面した課題等を踏まえ、地方制度調
査会等において検討を進め改善に向けて取り組む。さらに、
国と地方の新たな役割分担について、行政全般の広域化に
ついての具体的推進、地方自治体間の役割分担の明確化
の観点から、法整備を視野に入れつつ検討を進める。 

《所管省庁︓総務省、関係府省庁》 
 
⇒進捗状況(達成) 

2022年１月に第 33次地方制度調査会が発足。 
関係省庁・地方６団体ヒアリングや委員間の討議を踏ま
え、第２回総会(同年６月)において、審議項目が決定。 
引き続き同調査会において、国・地方間、地方公共団体
間の役割分担や連携の在り方等について審議。 

→   
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地方行財政改革等 ２．個性と活力ある地域経済の再生 

 

政策目標 
個性と活力ある地域経済の再生に向けて、第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」における各種ＫＰＩの達成を目指す。また、人口急減地域においては、地

域社会・経済の維持に困難が生じており、地域づくりを行う人材の確保を図る。 
 

ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 工程(取組・所管府省、実施時期) 22 23 24 

〇まち・ひと・しごと創生事業費の算定に
使用している指標(若年者就業率、女性
就業率、転入出者人口比率等) 
⇒進捗状況 
・人口増減率、年少者人口比率 
■最新値(2021年度) 
 -0.5%、12.0% 
■前回値(2020年度) 
 -0.3%、12.2% 
■初期値(2017年度) 
 -0.3%、12.6% 
・若年者就業率、女性就業率 
■最新値(2020年度) 
 54.6%、66.7% 
■前回値(2015年度) 
 55.1%、65.9% 
 
〇地方の自主的な取組を前提としつつ、
経済再生と合わせた地方財政分野全体
における改革の成果を事後的に検証する
指標(地方税収入額、地方債依存度) 
⇒進捗状況 
・地方税収入額、地方債依存度 
■最新値(2020年度) 
 40.8兆円、9.4% 
■前回値(2019年度) 
 41.2兆円、10.5% 
■初期値(2016年度) 
 39.4兆円、10.2% 

〇まち・ひと・しごと創生事業費のうち、「人
口減少等対策事業費」に占める成果反
映配分の割合 
【地方版総合戦略に基づく取組の成果の
実現具合等に応じ、2024 年度までに、
５割以上】 
⇒進捗状況(達成) 
■最新値(2022年度) 
 43.3％ 
■前回値(2021年度) 
 40.0％ 
■初期値(2018年度) 
 27.7％ 

１４．地方交付税(まち・ひと・しごと創生事業費)について改革努力等に応じた配分
の強化を検討 

ａ．「まち・ひと・しごと創生事業費」の地方交付税算定のうち、
「人口減少等特別対策事業費」について、「成果」を反映し
た配分割合を５割以上とすることを目指し、地方版総合戦
略に基づく取組の成果の実現具合等を踏まえ、必要に応じ
更なる見直し。 

《所管省庁︓総務省》 
 
⇒進捗状況(達成) 

2020 年度からの５年間の段階的シフトの 3 年目として、
2022 年度においては、「取組の必要度」に応じた算定から
「取組の成果」に応じた算定へ200億円シフト(累計600億
円シフト)しており、予定通り 2022 年度における目標を達成
している。 

→ → → 
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地方行財政改革等 ２．個性と活力ある地域経済の再生 

 

ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 工程(取組・所管府省、実施時期) 22 23 24 

〇生活支援などの自主事業の実施等に
より収入の確保に取り組む地域運営組
織の割合 
【2024年度までに 60％】 
⇒進捗状況(未達) 
■最新値(2021年度) 
 53.3％ 
■前回値(2020年度) 
 47.0％ 
■初期値(2019年度) 
 46.1％ 

〇地域運営組織の形成数 
【2024年度までに 7,000団体】 
⇒進捗状況(未達) 
■最新値(2021年度) 
 6,064団体 
■前回値(2020年度) 
 5,783団体 
■初期値(2019年度) 
 5,236団体 

１５．地域運営組織の推進について前年度までの取組の成果を把握・見える化し、
所要の措置を講じる 

ａ．地方公共団体や地域運営組織と連携した情報交流や優良
事例の横展開。 

《所管省庁︓内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局(※)》 
(※)現在は内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務

局が所管。以下同じ。 
 
⇒進捗状況(達成) 

地方公共団体担当者会議を５月にオンラインで実施。 

→   

ｂ．地域運営組織の形成状況等を踏まえ、各地域の実情に応
じ、全国フォーラムの開催等を通して、地域運営組織の形成
や地域の多様な組織との連携を促進。 

《所管省庁︓内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局》 
 
⇒進捗状況(達成) 

小さな拠点及び地域運営組織の形成や地域の多様な組
織との連携を促進するため、オンラインセミナー及び全国フォー
ラムを開催予定。 

→   

ｃ．全国の自治体に対して取組状況を調査し、適切な指標の
検討を進めるほか、小さな拠点・地域運営組織の状況を一
覧にしてＨＰで公表、内容を充実。 

《所管省庁︓内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局》 
 
⇒進捗状況(達成) 

「小さな拠点の形成に関する実態調査」(内閣府)、「地域
運営組織の形成及び持続的な運営に関する調査研究事
業」(総務省)を実施し、地域運営組織や小さな拠点の状況
を一覧にして、HP で公表予定。 

→   
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地方行財政改革等 ２．個性と活力ある地域経済の再生 

 

ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 工程(取組・所管府省、実施時期) 22 23 24 

ｄ．法人化促進のためのガイドブックや小さな拠点税制等を活用
し、法人化の促進等、地域運営組織の持続的な取組体制
の構築を推進。 

《所管省庁︓内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局》 
 
⇒進捗状況(達成) 

５月に開催した地方公共団体担当者会議において、小さ
な拠点税制の活用等による法人化の事例を紹介。 

→   

ｅ．地方創生推進交付金等も活用して支援するとともに、地方
交付税措置により支援。 

《所管省庁︓内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局》 
 
⇒進捗状況(達成) 

地方創生推進交付金により、小さな拠点分野の事業を
21件支援しているほか、地域運営組織の関連経費について
地方交付税措置。 

→   

○地方創生推進交付金対象事業につい
て、地方公共団体において設定したＫＰ
Ｉの達成 
(事前に設定したＫＰＩを達成した事業
数／交付金対象事業数) 
【目標︓77％】(未達) 
⇒進捗状況 
■最新値(2020年度実施事業) 
 73% 
■前回値(2019年度実施事業) 
 81% 
■初期値(2016年度実施事業) 
 84% 

○地方創生推進交付金対象事業につい
て、地方公共団体におけるＫＰＩの設定 
(ＫＰＩを設定した事業数／交付金対
象事業数) 
【目標︓全事業】 
⇒進捗状況(達成) 
■最新値(2022年度採択事業) 
 全事業 
■前回値(2021年度採択事業) 
 全事業 
■初期値(2018年度実施事業) 
 全事業 
 

１６．地方創生推進交付金の効果向上 
《所管省庁︓内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局、内閣府》 

ａ．効果的な事業の採択 
2022 年度における地方創生推進交付金について、①ＫＰ
Ｉの実績見込みや効果検証結果、②自立性、官民協働、
地域間連携、政策間連携等を備えた先導的な取組内容
か、を審査のうえ、効果が見込まれる事業を採択。 

 
⇒進捗状況(達成) 

採択件数 1,800件(第１回 1,754件、第２回 46件) 
 
 
 

→ → → 
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地方行財政改革等 ２．個性と活力ある地域経済の再生 

 

ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 工程(取組・所管府省、実施時期) 22 23 24 

○地方創生推進交付金事業全体の効
果 
(経済波及効果等) 
【目標︓1.6倍】 
⇒進捗状況(達成) 
■最新値(2020年度実施事業) 
 1.6倍 
■前回値(2019年度実施事業) 
 1.6倍 
■初期値(2016年度実施事業) 
 1.6倍 

○地方公共団体のＫＰＩ達成に貢献す
る可能性が高い取組である「適切なＫＰ
Ｉ設定」、「安定した人材の確保」、「地
域主体の参加促進」、「事業改善方針の
明確化」の実施率 
【目標︓50％】 
⇒進捗状況(達成) 
■最新値(2020年度採択事業) 
 82% 
■前回値(2019年度採択事業) 
 47% 
■初期値(2017年度採択事業) 
 45％ 

ｂ．地方公共団体における検証体制の整備等 
・ガイドライン等を活用し、地方公共団体による取組の効果的
な検証体制や環境整備を促進 
・地方創生推進交付金の効果検証(ＲＥＳＡＳやｅ－ｓ
ｔａｔ等のデータの活用状況、効果の把握に資するデータ
のニーズの調査を含む)を実施 

 
⇒進捗状況(達成) 

・2022年 3月にガイドライン、活用事例集、報告書等をと
りまとめ、全地方公共団体に周知し、地方創生関係交
付金を活用した事業の効果的な検証体制や環境整備
を促進。 
・2022 年 10 月３日に、地方創生関係交付金を活用し
た事業を 2021 年度に実施したすべての地方公共団体
に対し、事業実施報告書の提出を依頼し、同報告書の
作成を通じた、地方公共団体での事業の振り返りを企
図。デジタル技術を活用した事例の研究、KPI 設定にあ
たってのRESASや e-stat等のデータの活用状況や効果
の把握に資するデータのニーズ調査等を新たに実施。 
抽出した事業については、外部有識者による現地調査、ヒ
アリングも実施。その上で、各事業の実施報告に対応した分
析レポートを作成し、それぞれの地方公共団体にフィードバッ
ク(予定)。 
分析レポートとは別に、上記の事業実施報告書に基づき、
事業別に設定された KPI の達成度、地方創生関係交付金
を活用した事業の社会的、経済的効果などを整理・分析
(予定)。 
上記の外部有識者による検討会での討議(年４回。第 1
回は 2022年 9月７日に開催)を経て、内閣府において、ガ
イドライン、活用事例集、報告書をとりまとめ、全地方公共団
体に送付(予定)。 

→ → → 
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地方行財政改革等 ２．個性と活力ある地域経済の再生 

 

ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 工程(取組・所管府省、実施時期) 22 23 24 

ｃ．先駆的な取組の全国展開 
地方創生に係る特徴的な取組事例の公表やアウトリーチ活
動等を通じ、先駆的な取組の全国展開を推進。 

 
⇒進捗状況(達成) 

既採択事業のうち先駆的な取組に係る事業計画書をデー
タベース化し、地方公共団体が閲覧できるシステムの運用。
さらに、特徴的な事業目的の事業をまとめた事例集を地方
公共団体に送付するなど情報を提供。 

→ → → 

ｄ．必要予算の確保 
2023年度予算において、所要額を計上。 

 
⇒進捗状況(達成) 

2023 年度予算については、デジタル田園都市国家構想
交付金として 1,200億円を要求。 

→ → → 
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